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第２回交渉では、会社側から資料に基づく現状認識の説明から再会しました。

●「官製ベア」と言われるが、ベアは人件費コストとして、将来に渡って影響を及ぼす

　ので、個別企業の経営課題。判断は、企業の中・長期的な経営環境の中で見ていく。

　一時金の判断とは違う。

●中・長期的に、生産年齢人口の大幅な減少は、大きな影響を受けると見なければならない。

●第３四半期決算は、単体では３期連続の増収・増益。一方で、物件費の増で営業費用

　は増加している。

●全体的には緩やかな景気の回復基調は維持される事は見込んでいるが、その先のリス

　クには留意する必要がある。

＜会社側が示した現状認識＞

●平成２４年の新人事賃金制度によりベース賃金は大きく改善をしている。また、当社はお

　客さまから運賃を頂く事から成り立ち、高い公共性を有した企業であり、鉄道業界はもと

　より、公益企業の中でも突出感は持たれないように慎重に判断しなればならない。


